答　　　　申

審査会の結論

　北九州市長（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象となった行政文書について、不開示決定した処分は妥当である。

第１　異議申立てに至る経過等

１　異議申立人は、平成１７年２月１４日、北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「新条例」という。）第５条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

「北九契約第１９６号、平成１４年１月８日(社)○○○○協会に関する談合情報について、（２）投書者からの事情聴取の状況、聴取の内容の別紙」
２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成１７年２月２８日付で、行政文書の全部について開示を行わない旨の決定（平成１７年２月２８日付北九契管第３０４号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該行政文書不開示決定通知書を平成１７年３月１日に受領した。

３　異議申立人は、平成１７年３月４日、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、本件処分を不服として、実施機関に対し異議申立てを行った。

　４　なお、新条例付則第２項の規定により、新条例施行日（平成１４年４月１日）前に作成又は取得した行政文書は、従前の例によるとされている。このため、本件行政文書は、条例施行日前に作成又は取得した文書であり、開示・不開示の基準は、改正前の北九州市情報公開条例（平成元年北九州市条例第２２号。平成１３年北九州市条例第４２号による改正前のもの。以下「旧条例」という。）の適用となる。

第２　異議申立人の主張要旨　

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）談合の行為者として名指しされ公正取引委員会に通知された者として事実を知る権利を主張する。
（２）投書人のみの意見及び投書文書を採用し公正取引委員会に通知したのは不自然である。市契約室は談合情報に係る関係者の意見聴取を行い、関係者に弁明の機会を与えて、談合の有無を確認して談合の事実が立証された後に、公正取引委員会に通報すべきである。

（３）存否応答拒否による不開示決定をしているが、投書に関する裁判の過程で、弁護士の調査から公正取引委員会に通知した文書の存在を確信している。
（４）投書送付先の各部署に問合せたところ、その半数以上が投書の記録は無いとのことであった。この件に関し各投書送付先に対して投書記録の情報開示請求をしたところ、すべて開示請求に対し契約室が回答した。そのことが不適当で契約室の捏造とも思える。
（５）旧条例第６条第５号の犯罪予防情報を理由とするが、虚偽文書の不開示判断は解釈が反対であり、開示を行うことにより犯罪が予防できる。
（６）高裁判決後であれば、開示することにより訴訟当事者の一方に有利に働くという理由は解消される。
第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨　

　　　

　　　実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　不開示の理由
　　本件処分は旧条例第６条第５号及び第７号に該当する不開示情報を開示することとなるため、新条例第１０条第１項の規定に基づき行政文書を不開示とする。
２　新条例第１０条第１項該当性

（１）本件請求について異議申立人は、「北九契約第１９６号、平成１４年１月８日付、北九州市契約室長名の公正取引委員会九州事務所長宛の『(社)○○○○協会に関する談合情報について』の通知書」（以下「請求の添付書類」という。）を添付して、開示請求を行っている。
（２）入札談合に関する公正取引委員会への通知に関する行政文書は旧条例第６条第５号及び第７号の規定により不開示となる情報である。

　　　本件請求では、具体的に請求の添付書類を示しての請求であり、本件行政文書の存否を明らかにすることは、請求の添付書類の存否についても明らかにすることになる。よって新条例第１０条第１項の規定に該当するため本件請求の行政文書を不開示とする。
　（３）旧条例第６条第５号

ア　入札談合に関しての公正取引委員会への報告又は通知については、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（以下「適正化法」という。）第１０条及び、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（以下「独禁法」という。）第４５条第１項に規定されており、この規定に該当すると判断される入札談合に関する情報は、適正に公正取引委員会に報告又は通知を行っている。
イ　公正取引委員会は、北九州市が報告又は通知した情報に基づき、独禁法違反の審査を行うものであり、報告又は通知に係る行政文書を開示することは、関係者による証拠の隠滅、違法行為者同士の口裏合わせ等、審査に大きな支障が生じることになるのは明らかであり、公共の安全と秩序の維持に支障が生じると認められるため、本号に該当する。

（４）旧条例第６条第７号該当性

ア　北九州市が公正取引委員会に行う報告又は通知は、公正取引委員会が独禁法の規定に基づき審査するための情報であり、開示することにより、証拠隠滅、違法行為者同士の口裏合わせ等によって公正取引委員会の審査の適正な遂行に支障を及ぼすことになるため、本号に該当する。
イ　北九州市にとっても公正で適正な入札の実現を図る上で、次の支障が生じるため、本号に該当する。

(ア)　内部告発をした情報提供者との信頼関係を損なうことになり、今後本件事案だけでなく広く市に対する入札談合に関する情報提供に大きな支障となる。

(イ)　北九州市がどういった情報の内容で独禁法違反の疑いを持ったのかがわかることとなり、入札談合に係る違法行為に対する疑いの判断基準を示すことになる。

(ウ)　通知内容を公表することは、北九州市が公正取引委員会に通知する情報の範囲、程度を示すことになる。また、公正取引委員会の動向が判明した場合において、北九州市の通知内容と公正取引委員会の審査結果の相関関係から違法行為を免れる方法を示唆することになる。
３　異議申立ての理由について

異議申立人は北九州市がどのような判断で公正取引委員会へ通知したかを知りたいのであって、行政文書を不開示としたことに対して条例の解釈や規定違反を主張しているものではない。異議申立人の主張は、条例適合性とは無関係である。

４　結論

　

本件処分は、条例の規定に合致しており、本件異議申立てには理由がない。

第４　審査会の判断　

　　　当審査会は、異議申立ての対象となった本件行政文書を具体的に検討した結果、以下のように判断する。
　
１　本件行政文書の概要等

本件開示請求は、請求の添付書類の中に記載されている投書者からの事情聴取の内容が記載された文書について開示を求めるものである。
　　本件行政文書が存在しているのか否かを答えることは、特定の文書で談合情報について通知がなされた事実の有無を示すこととなるものと認められる。

　
２　新条例第１０条第１項（行政文書の存否に関する情報）該当性
　　

（１）処分庁は、本項に該当するとして、本件行政文書を不開示とした。
（２）新条例第１０条第1項は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。」ことを定めている。
本項は、開示請求に対しては、行政文書の存否を明らかにした上で、開示決定等をすべきであるが、その例外として、その存否を明らかにしないで開示請求を拒否することができることを定めたものである。

　　　　このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討することとする。

（３）本項該当性判断

ア　旧条例第６条第５号は、「公開することにより、人の生命、身体、財産又は社会的地位の保護、犯罪の捜査その他公共の安全と秩序の維持に支障が生じると認められる情報」は不開示とすることを定めている。

　公正取引委員会に通知した内容を明らかにすることは、関係者が証拠隠滅や口裏合わせなど公正取引委員会の調査活動についての対策を講ずるおそれがある。その結果、事実の発見を困難にし、公正取引委員会の審査等に支障を及ぼし公共の安全と秩序の維持に支障が生じると認められる。

イ　旧条例第６条第７号(事業執行過程情報)は、「市の機関又は国等の機関が行う取締り、監査、立入検査、争訟、交渉、許認可、試験、人事その他の事務事業に関する情報であって、公開することにより、当該若しくは将来の同種の事務事業の目的を損ない、又は適正若しくは円滑な執行に著しい支障が生じると認められるもの」は不開示とすることを定めている。

　公正取引委員会に通知した内容を明らかにすることは、市がどの程度の談合情報により公正取引委員会へ通知するかの判断基準を明らかにすることになり、公正取引委員会の審査結果が判明した場合、市が通知した内容と公正取引委員会の審査結果との関係から、違反行為を免れる方法を示唆するおそれがあり、市の適正な入札業務の遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められる。また、関係者が証拠隠滅や口裏あわせなど公正取引委員会の調査活動についての対策を講ずるおそれがある。その結果、その後の公正取引委員会の審査等に著しい支障が生じると認められる。

　　　　
ウ　さらに、談合情報は刑事事件に発展する可能性がある情報であるため、通知した文書の種別等を明らかにするだけで、違反行為の特定やその証明の程度を推測させることになり、その結果、犯罪行為摘発のための手の内をさらすことになり、公正取引委員会の審査等に支障を及ぼすおそれがある。
エ　以上により、具体的に公正取引委員会に対しどのような文書（証拠）をもって通知したかは、旧条例第６条第５号及び第７号の不開示情報に該当するものと認められる。
オ　したがって、上記１のとおり、本件行政文書の性格は、特定の文書で談合情報について通知がなされた事実の有無を示すものであり、本件行政文書の存否を答えるだけで、特定の内容の通知を行った事実の有無を明らかにすることになり、旧条例第６条第５号及び第７号の不開示情報を開示することになるため、新条例第１０条第1項の規定により本件請求を拒否すべきものと認められる。

（４）異議申立人の主張について

　

ア　異議申立人は、談合の行為者として名指しされ公正取引委員会に通知されている者として事実を知る権利を主張するが、条例による情報公開制度は、何人に対しても、請求の目的を問わず、開示請求できる制度であるため、請求者本人の情報の開示請求であっても、考慮されるべきものではない。
イ　異議申立人は、異議申立の理由でその他種々の主張をしているが、当審査会の判断を左右するものではない。

３　結論
　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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